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工事費内訳書提出要領 工事内訳書提出・確認要領 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、制限付き一般競争入札実施要領第１１条第４項の規定に基づき、

工事費内訳書に関し必要な事項を定めるものとする。 

２ この要領の適用に当たっては、工事費内訳書の提出が、福井県が発注する建設工事

の請負契約について、入札参加者の適正な見積りによる品質の確保および公正な入札

の維持を目的としていることに留意しなければならない。 

 

１ 目的 

 公共工事においては、入札参加者の適切な見積り努力を促し、入札における競争性を

より一層高めることにより、公正な入札を確保するとともに良質な施工を確保すること

が重要である。このため、入札執行に際し、工事費内訳書の提出を求め、積算内容の確

認をするための手続を以下のとおり定める。 

 

 

２ 対象工事 

 工事規模が設計額（税込み）で概ね１億円（建築一式工事は２億円）以上の工事の中

から工種等の特性を勘案して所管部長等が必要と認めた工事および談合情報対応要領に

より工事費内訳書の提出が必要とされた工事とする。 

 

 

３ 設計図書等の閲覧等 

⑴ 設計図書等は閲覧または有料により配布するものとし、その旨を指名通知または

公告（以下「指名通知等」という。）に明示する。 

⑵ 設計図書等の閲覧期間、閲覧場所、閲覧方法および配布期間、配布場所、配布方

法については、指名通知等に明示する。 

⑶ 設計図書等の閲覧または配布は、指名通知等の後、速やかに開始し、入札執行日

の前日まで行う。 

 

 

４ 現場説明会 

⑴ 現場説明会は原則として行わない。ただし、発注機関の長が、特に必要があると

認めるときは、現場説明会を行うことができる。 

⑵ 現場説明会を行う場合は、その旨、日時および場所等を、指名通知等に明示する。 

 

 

５ 工事費内訳書の提出、確認 

 ⑴ 工事費内訳書は、入札参加者の適切な見積り努力を確認するための資料として提

出を求めるものであり、入札および契約上の権利義務を生じるものではないが、提

出を行わない場合や適切な見積りを行っていないと認められる場合には、「福井県

財務規則」の規定に基づき、当該入札参加者の行った入札を無効にする場合がある

ことや、入札手続きの終了後、「福井県工事等契約に係る指名停止等の措置要領」に
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基づく措置等が行われる場合があることを指名通知等に明示する。 

   なお、通常指名競争入札においては、当分の間、上記の注意事項等を指名通知へ

の追記または別紙に記載することにより、指名業者に通知するものとする。 

 ⑵ 入札執行者は入札参加者に、第１回目の入札に際し、第１回目の入札書に記載さ

れる入札金額に対応した工事費内訳書の提出を求めることとし、その旨を指名通知

等に明示する。 

 

 （提出する工事費内訳書の内容） 

第２条 入札参加者が提出しなければならない工事費内訳書は、次に掲げる要件を満た

すものでなければならない。 

 ⑴ 入札参加者が当該入札において提出する入札書の金額と一致するものであるこ

と。 

 ⑵ 入札執行者が閲覧に供する設計図書に記載する費目・工種・施工名称と同一の費

目・工種・施工名称を明らかにした内訳により見積もったものであること。 

２ 工事費内訳書の提出に当たっては、入札執行者から特に指示がない限り、内訳明細

表および代価表の添付を要しない。 

 

 

 ⑶ 工事費内訳書の様式は自由とするが、その記載内容は最低限、閲覧に供した設計

図書に対応し、直接工事費、間接工事費、一般管理費の額およびその算出の基礎と

なる工種・種別等の内訳（数量、単価、金額等）を明らかにした工事費内訳書とし

ての内容を備えたものとすることを指名通知等に明示する。 

 

 （工事費内訳書の確認） 

第３条 入札執行者および入札執行者が指定する積算担当者は、提出された工事費内訳

書について、原則として開札を行う前に、次に掲げる事項を確認するものとする。 

⑴ 前条第１項第１号および第２号に掲げる要件を満たすものであること。 

⑵ 違算および不適切な事項の記載がないこと。 

⑶ その他入札執行者が必要と認める事項 

２ 入札執行者は、工事費内訳書の確認を行った場合において、談合の疑義が認められ

る場合は、別に定める談合情報対応要領に基づき、適切な対応をとるものとする。 

 

 

⑷ 入札執行者および積算担当者（担当課長、担当課員等、当該工事の積算内容を把

握している職員とする。）は入札時（電子入札の場合には、開札前）に、工事費内訳

書の提出の有無と不適切な事項の有無等を確認するものとする。 

⑸ 工事費内訳書に談合の疑義が認められる場合には、談合情報対応要領に沿って、

適切な対応をとるものとする。 

 （入札の無効等） 

第４条 入札執行者は、次に掲げる場合に該当するときは、福井県財務規則第１５１条

第１項第８号に規定する金額その他要点を確認することができない入札に該当するも

のとして、当該入札参加者の入札を無効とするものとする。 

⑴ 入札参加者が第３条の規定により入札執行者が指定する日時および方法により、

工事費内訳書の提出を行っていない場合 
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⑵ 入札執行者が、提出された工事費内訳書について、前条第１項各号に掲げる要件

を満たしていると確認できない場合 

２ 入札執行者は、前項の規定により入札を無効とした場合は、その旨を速やかに土木

管理課長に報告するものとする。この場合において、土木管理課長は、福井県工事等

契約に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停止措置を検討するものとする。 

 

 ⑹ 工事費内訳書は、当該入札の終了後、発注機関において所要の期間、保存する。 

 

６ 見積期間 

 見積期間には、土曜日、日曜日および祝日等を含まない。 

 

  （付則） 

 この要領は平成１７年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２３年７月１４日） 

１ この要領は、平成２３年７月１５日（次項おいて「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の規定は、施行日以後に入札公告を行う工事に係る入札から適用し、同日前

に入札公告を行った工事に係る入札については、なお従前の例による。 

 

  （付則） 

 この要領は平成１７年４月１日から施行する。 

 

 


